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平成３０年９月１９日（水）

愛知県農業大学校  第１・２研修室
鶏病研究会愛知県支部

愛知県鶏病事例検討会並びに講演会次第
１　開　会　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（13:10）

２　支部長　あいさつ
３  事例発表　４題　　　　　　　　　　　　　　　（13:15～14:15）

《座長》　筒井真理子 先生（(独)家畜改良センター岡崎牧場）
------------　＜　休憩　及び　選考（役員会）＞ ------------
４  講演会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15:00～16:30）

　　演題　「高病原性鳥インフルエンザの疫学」
　　講師　　国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構　

動物衛生研究部門　疫学ユニット　清水　友美子先生
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　
５　質疑応答　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

６　講評・選出課題の発表　　　　　　　　　　　　　16:45

　《発表者》　合田光昭先生（ゴウダポールトリークリニック）
７　閉　会                     　　　　　　　    （17:00）
事例検討会 発表演題

13:15～13:30
１　鶏卵の出荷先及び家きん関連施設の鳥インフルエンザ対応状況に関する調査　　　　　

柘植亜衣子　愛知県西部家畜保健衛生所尾張支所
13:30～13:45

２　異なる時期に2種類の遺伝子型の伝染性気管支炎が確認された肉用鶏農場
における発生状況と対策
　　　　
岩田亜美、長谷川真奈美、兼子松義　愛知県中央家畜保健衛生所

13:45～14:00
３　管内肉用鶏農家で発生した伝染性気管支炎の一例
　　　　　
髙村祐士　愛知県東部家畜保健衛生所

14:00～14:15

４　ウズラにおける移行抗体存在下でのニューカッスル病ワクチン抗体応答の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　長谷川恵実香、小島朋子、中村和久　愛知県農業総合試験場

　　　　　　　　　　　　　　
《座長》　筒井真理子 先生（独立行政法人家畜改良センター岡崎牧場）　　

　鶏卵の出荷先及び家きん関連施設の鳥インフルエンザ対応状況に関する調査
　○EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ツゲ),柘植)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(アイコ),亜衣子)ほか（愛知県西部家畜保健衛生所尾張支所）
　高病原性鳥インフルエンザが発生した場合には、家畜伝染病予防法及び特定家畜伝染病防疫指針に基づき、原則として、発生農場を中心とした半径3km以内の区域について、家きん等の移動を禁止する区域（以下、移動制限区域）が設定され、農場からの卵の出荷が制限される。また、原卵を取り扱うGPセンター、液卵加工場及び食鳥処理場（以下、関連施設）は新たな食用卵や家きんの受け入れを停止する必要がある。農場においては鳥インフルエンザの検査で陰性であれば、GPセンターに出荷することができ、直接販売の場合は洗浄・消毒を行った上で販売することができるようになる。また、関連施設においては、国指針に基づく再開要件を全て満たすことができれば、事業を再開することができる。今回、畜産業だけでなく、流通業等への影響について調査するため、管内における100羽以上の家きん飼養者（以下、農家）34戸の鶏卵の出荷先調査及び年間鶏卵取扱量が上位の原卵取扱施設（以下、施設）7か所と、食鳥処理場1か所が再開要件を満たしているかを調査した。
【調査結果】
鶏卵の出荷先調査では、GPセンターを通さない直接販売を行う農家は34戸中11戸（32.3％）であった。うち100羽～1,000羽未満の農家は6戸（17.6%）、1,000羽～5,000羽の農家は5戸（14.7%）であった。直接販売を行う農家には販売前の洗浄・消毒を平常時に行っていない所もあり、鳥インフルエンザ発生時に移動制限区域内に位置した場合、すぐ対応するのは困難となることが予測された。また、施設調査の結果、調査を行った7か所中、再開要件を満たしていたのは1か所のみであった。最も対応困難な施設が多かった要件はトレー等の消毒で、現状では使用前の消毒設備がなく、入荷から洗卵室までに消毒槽などの設備を設置するスペースがないため、設備の増設等が必要となり対応が難しい施設が2か所あった。なお、食鳥処理場1か所は再開要件を満たしていることを確認できた。
【まとめ】
　管内には直接販売を行う農家が多く、少しでも早期に出荷を再開するためには、事前に鳥インフルエンザ発生時には洗浄・消毒が必要であることを事前に周知し、対応できるような準備を指導していく必要性が判明した。また、今回の調査を行った施設は、再開要件を知らない施設が多く、設備的にすぐに対応するのは難しいという施設もあった。平成２８年度に、国からの事務連絡により、液卵加工場等の施設が再開要件を事前に確認した内容を基に国と事前に協議することで、発生時には電話等による再確認で早期の再開措置を受けることができるという通知がされた。そのため、今後は早期再開を希望する施設ができるだけ速やかに事前協議を始められるように、再開要件に関して情報提供を密に行い、鳥インフルエンザ発生時の影響が最小限となるよう指導していきたい。なお、1施設については事前協議のための資料を提出し、現在国からの回答待ちとなっており、結果を受けて他の施設への指導にも活かしていきたい。
異なる時期に2種類の遺伝子型の伝染性気管支炎が確認された肉用鶏農場
における発生状況と対策
　　○EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(イワタ),岩田)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(アミ),亜美)、長谷川真奈美、兼子松義（愛知県中央家畜保健衛生所）　　　　　　　　　　
【はじめに】伝染性気管支炎（IB）は呼吸器症状のほか、腎炎、産卵低下等を引き起こし、経済的な被害の大きい疾病である。今回、平成29年11月の異常鶏通報の立入以降、継続調査を行っていた肉用鶏農場において2回の病性鑑定を実施した結果、異なる遺伝子型のIBウイルス（IBV）が検出され、ワクチンプログラムの変更を含めた衛生対策を実施したので、その概要を報告する。
【材料及び方法】 発生農場は、県外から初生導入したチャンキー種を平飼い開放鶏舎等（6棟11部屋）で約40,000羽を飼育し、約70日齢で県外の食鳥処理場に出荷していた。なお、IBワクチン（AK01株）は、14日齢で投与していた。
　平成29年12月13日に34日齢の鶏群で死亡羽数が増加したため、病性鑑定（病鑑①）を実施した。その後、死亡羽数は減少傾向であったが、平成30年4月5日に49日齢の鶏群で死亡羽数が増加したため、病性鑑定（病鑑②）を行った。病鑑①では5羽、病鑑②では5羽を用いて、常法に基づき、病理組織学的検査、細菌学的検査及びウイルス学的検査を実施した。
　継続的調査は平成29年12月から平成30年8月までに12回行い、各鶏舎の出荷までの状況（死亡羽数、出荷時平均体重、出荷率、製品化率）等及び衛生管理状況を確認するとともに、管理獣医師と協力し衛生対策を指導した。
【結果】（1）病理組織学的検査　病鑑①（3羽）では、腎臓間質にリンパ球の集簇、非化膿性間質性腎炎、多発性漿膜炎及び腸粘膜上皮にコクシジウム寄生が認められ、病鑑②（5羽）では、病鑑①と比べてコクシジウム寄生が重度であった。
（2）細菌学的検査　病鑑①（2羽）では、肝臓等からSalmonella Schwarzengrund、あるいは大腸菌（血清型不明）が分離された。病鑑②では、実施しなかった。
（3）ウイルス学的検査　病鑑①（5羽）では、腎臓からIBVが分離され、分子系統樹解析の結果、分離株はJP-Ⅲ型に分類された。また、病鑑②（5羽）の腎臓分離株は、病鑑①とは異なる遺伝子型のJP-Ⅰ型であった。
継続的調査では、各鶏舎で廃温後（30日齢以降）に死亡羽数が増加していることから、廃温後の温度管理を含めた衛生対策を指導するとともに、IB対策を実施した。その結果、対策前の鶏群、病鑑①後にAK01株のワクチンプログラムを変更した鶏群及び病鑑②後のC78株接種鶏群で出荷までの状況を比較すると、対策前の鶏群と比べて、対策後の鶏群では平均死亡羽数が有意に減少、出荷時平均体重が有意に増加し、出荷率及び製品化率は改善傾向が認められた。
【考察とまとめ】 発生農場の死亡羽数増加の原因は、IBV、サルモネラ属菌、大腸菌及びコクシジウムの混合感染によるものと推察された。加えて、異なる時期に2種類の遺伝子型のIBVが農場内に侵入したこと、各鶏舎での30日齢以降の寒冷ストレスが発生の長期化を促したと思われた。また、IB対策では、IBワクチンプログラムの変更と併せて衛生管理を徹底しても発生が終息しない場合には、遺伝子型を確認することも必要と考えられた。
　　管内肉用鶏農家で発生した伝染性気管支炎の一例
○EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(タカ),髙)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ムラ),村)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ユウジ),祐士)（愛知県東部家畜保健衛生所）　
　伝染性気管支炎(IB)はIBウイルス(IBV)によって引き起こされる疾病で、主に呼吸器症状を示す。ウイルス株によっては腎機能障害を引き起こす。また、発育不良や大腸菌等の二次感染を誘発する。IBVは多様な抗原性を持ち、現在日本では7つの遺伝子タイプのワクチンが発売されている。H29年2月に管内肉用鶏農家においてIBの発生があった。その概要を報告するとともに発生時の被害額について試算をした。
【発生状況】
2農場（Ａ農場：4鶏舎計25,000羽及びＢ農場：4鶏舎計16,000羽）で肉用名古屋種41,000羽を飼養している肉用養鶏場からＢ農場の1鶏舎で死亡羽数が増加したとの通報があり農場立入及び病性鑑定を行った。立入を行った翌週に隣接する1鶏舎においても同様の症状が認められた。
【材料と方法】
　死亡鶏２羽を病性鑑定材料として、病理解剖及び組織、細菌並びにウイルス学的検査を行った。
【結果】
　病理解剖学的検査では腎臓の腫大が共通して認められたが、その他の臓器には著変は認められなかった。病理組織学的検査では共通して肝臓や腎臓に多発性の膿瘍や巣状壊死が認められた。また、腎臓においては間質性腎炎や尿細管の拡張や変性が認められた。細菌学的検査では複数の臓器から大腸菌が検出された。ウイルス学的検査では腎臓からIBVが分離された。分離されたIBVを遺伝子解析した結果、本事例のIBVはJPⅡに分類された。
【対策及び考察】
　本養鶏場では初生時JPⅢ、6日齢でJPⅠの2種類のIBワクチンを接種していた。Ｂ農場においてIBが発生しJPⅡと分類されてすぐに、Ａ農場の鶏群にはJPⅡのワクチンを追加接種した。また、Ａ農場とＢ農場の作業を行う人を完全に分けた。その結果Ａ農場でIBが発生することはなかった。発生農場においてもワクチンプロトコールを初生時JPⅡ、6日齢JPⅢ、14日齢JPⅠへと変更し、その後は導入ロットでの発生は認められていない。
　発生鶏舎では育成率、出荷時体重、規格外率及び飼料要求率はそれぞれ95.9%、2.43kg、1.1%及び4.33であった。非発生鶏舎ではそれぞれ98.2%、2.44kg、0.2%及び4.23であった。1万6千羽あたりに換算すると発生時には出荷重量1,032kg減、飼料摂取量0.8トン減に相当する。出荷1kgあたり500円、飼料1トンあたり5万円とすると約48万円の損失となる。ワクチン価格5000ドーズ約4,000円なので十分な費用対効果が得られると思われる
　昨今、愛知県内では続けてIBの発生が報告されている。そのため、本事例を参考にしてワクチン未接種農家等に対して対策の必要性を周知していきたい。
ウズラにおける移行抗体存在下でのニューカッスル病ワクチンへの抗体応答の検討
○EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ハセガワ),長谷川)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(エ),恵)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ミ),実)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(カ),香)、小島朋子（農業総合試験場）、中村和久（農業総合試験場）
1．背景と目的
　養鶉生産現場では、ワクチンを用いてニューカッスル病(ND)予防を行っているが、現在ウズラ用ワクチンは販売されていないため、鶏用ワクチンを用いて免疫を付与している。種鶉生産農場において、ウズラを種鶉として使用する期間やワクチンプログラムは農場ごとに異なり、接種後の経過時間や日齢の異なるロットから種卵が集められていることから、実用ヒナの移行抗体レベルは様々である。しかし、コマーシャル農場でのヒナのNDワクチン接種はその移行抗体レベルに関係なく一定のプログラムで実施されており、適切な基礎免疫効果が得られていないことが想像された。そこで今回、移行抗体のばらつきが大きい状況下での効果的なワクチンプログラムの確立を目的に、（1）種鶉に対する接種ワクチンの違いがヒナの移行抗体に及ぼす影響、（2）高い移行抗体価を持つヒナに対するワクチン接種方法の違いがワクチンへの抗体応答に及ぼす影響ついて検討した。
2．材料及び方法
【試験1】種鶉にワクチンを接種後3週目の種卵を回収し、孵化したヒナを用いた。試験期間は0週齢（2016年11月）から3週齢までとした。試験区は、種鶉への接種ワクチンの選択によって、(1)高移行抗体価区（オイルワクチン筋注:OE）、（2）中移行抗体価区（生ワクチン筋注:im）、（3）低移行抗体価区（生ワクチン噴霧:sp）の3区を設定した。試験区は各区40羽とし、赤血球凝集抑制反応（HI）抗体価を0、1、2及び3週齢に調査した。
【試験2】種鶉にオイルワクチン接種後3週目の種卵から生産した高い移行抗体価を持つヒナを用い、試験期間は0週齢（2018年5月）から45週齢（2019年4月）までとした。試験区は、(1)オイルワクチン接種区①（2週齢でsp基礎免疫後、4週齢でOE）、（2）オイルワクチン接種区②（2週齢でim基礎免疫後、4週齢でOE）、（3）生ワクチン筋注区（2週齢でim）、（4）生ワクチンスプレー区（2及び4週齢でsp）の4区を設定した。試験区は各区10羽とし、赤血球凝集抑制反応（HI）抗体価を0、2、4、6及び10週齢に調査した。
3．結果と考察
試験1より、種鶉にオイルワクチンを使用した場合、ヒナの移行抗体価は2週齢まで5倍以上のND抗体価を維持した。試験2より、高い移行抗体価を持つヒナに対し、現場で用いられている3とおりのワクチンプログラムを適用した場合、オイルワクチン接種区では、4週齢の接種で100倍以上の抗体価が得られ、生ワクチンスプレー区では、4週齢の噴霧で30倍程度までの抗体価の上昇が認められた。一方、生ワクチン筋注区では、現行の2週齢接種では抗体価の上昇は認められなかった。以上のことから、オイルワクチン使用の農場から導入したヒナに生ワクチンを筋注する場合、接種日齢を見直す必要性が考えられた。
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